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本稿の後半は､欧州憲法条約そのものからはいささか離れたところで､
まず｢連帯｣概念を法･憲法(史)との関係から分析することから始めた
い｡すでに開始された国内の批准手続によって､この憲法条約の発効が遅
れることが必死となることが予測される状況が生じており､すこし余裕を
もってこの条約の周辺を眺めることが許されることになってしまった｡し
かし､前半の議論を深めるためにも､連帯概念にもうすこし拘ることが必
要であろう｡これまでヨーロッパで長期に亘ってポピュラーに使用されて
きたこの概念を､憲法史や思想史の中で概観しておくこともそれなりに意
(1)
味があることと思われるからである｡欧州憲法条約制定に向かって寄与し
てきたのは､主にフランスとドイツの政治家と法学者であったと思われる
が､この両国にあっても｢連帯｣は憲法史の主要な局面において登場して
いたことをまず想起すべきである｡以下､歴史の中で何度も敵対してきた
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この二国が､国内的に連帯を必要としてきた憲法実情とはいかなることで
あったのかを検証することこそが､今新たな使命をもって憲法条約の中で
(2)
何度も明記された｢連帯｣の真意を紐解く鍵と思われる｡しかし､今や時
代は大きく変わり､グローバルな段階(EUという新しい共同体)で機能
させようとする連帯が企画されていることをまず頭に留めて置くことが大
(3)
切になる｡
a　連帯の淵源　連帯はその思想としては､古代ギリシャでのアリスト
テレスの共同体思想にあり､それは人間の本来有していると見なされた共
(′1)
同体志向にあるとされた｡それは各種の共同体を通じてなされることにな
るが､最終的には国家のなかで完成され､そこで人は自己の安全を確保し､
とくに｢善き生活｣をえることを約束されることになる｡つまり国家とい
う共同体において､人と社会との関係にあって予定調和が意図されている
のであり､その限りで人は共同体への連帯関係を重視しなければならない
こととなる｡それに続くローマ時代は､法的概念として連帯を用い､他方
で､倫理概念として聖書の中に連帯を書き込んだ｡前者は､連帯責任(倭
務)として今日まで妥当する原理として機能し､連帯のもつ最小限度の内
(5)
容である｢全体がその各構成員に責任を負う責務｣を示唆している｡他方
で､聖書の中では､パウロの書簡である｢ローマ人への手紙｣において､
神に各自のからだを捧げることが記され､その根拠として､ ｢一つのから
だにたくさんの肢体があるが､それらの肢体はみな同じ働きをしてはいな
いように､わたしたちも数は多いが､キリストにあって一つのからだであ
り､また各自は互いに肢体だからである｣ (12章4節､同じく､ ｢コリン
ト人への手紙｣ 12章4節以降)とされる｡ここには世界の中心にある神
と､各自の特性に応じて神に奉仕する人との関係が､この新約聖書には明
確に描かれていたのであり､人の生活の個人化と全体に奉仕する姿勢との
関係が決して矛盾するものでないことが記され､ここに連帯の構造が一層
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に明らかにされている｡連帯のラテン語表記である"solidum''は､本来
は｢硬さ｣を表し､転じて｢(確実な)全体･総額｣を意味することとな
り､したがって､ローマ法では｢各自に負わされた団体への義務｣を示唆
することとなった｡連帯概念に潜む意味合いは､結果的には共和主義的思
想と親和的になるものの､その前提として各自の自覚を認めており､その
(6)
点からしてヨーロッパに淵源する思想であったということになる｡
パウロやペテロの手紙に含まれていたのは､ ｢政治権力の神的起源とそ
(7)
れに対するキリスト教徒の服従義務をよりいっそう強調すること｣であり､
やがて絶対神を中心とする中世思想はアウグステイヌスによって完成され
ることとなる｡ ｢古き良き法｣に基づく中世の法治国家は､ ｢一個のキリ
スト教的な国家｣であり､権威は神が持ち､権力はその神に託された国王
が有するという国家のありかたも､社会連帯を示唆するものであった｡中
世にあって､ -者と万人の関係が整除されてきており､これはやがて近代
にあっても､ ｢公共性｣の概念に広がっていく可能性をもっていた｡
b　フランス革命　近代憲法の幕開けはアメリカの独立から始まったと
されるが､その規範的な内容は1788年のアメリカ合衆国憲法に結実され
ている｡その前文には､国家目的として､国内外の安全の確保と並んで
｢一般の福祉を増進｣することが記され､さらに1条の8節の連邦議会権
限として､ ｢一般の福祉の目的｣の実行のための具体的な立法事項が示さ
れている｡この時点にあってアメリカは独立し､さらに連邦国家の存在意
義を明確にしておくことが必然的であったのであり､同時にヨーロッパに
積極的に対抗する意味で､民主的な共和体制を準備することが必要であっ
た｡そのためにも市民を公的な存在として認知し､各種の自由を保障し､
とりわけ国政への参加権とその公人としての利害を保障することに国家は
努力することになる｡基本権保障のシステムは､市民が享受することがで
きた自由という果実を憲法によっても保障することであり､国家は基本権
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衝突の場面においては､中立的な調整者を演じることであり､その表記と
して｢一般の福祉｣の枠設定とこれ-の実行があったと思われる｡この一
般的な福祉は､機能的にも実態的にも連帯の言い換えということがいえよ
(8)
う｡ここに近代立憲主義が帰結した､一つのモデルがあったといえる｡一
般性を判断するにあたって､中世との決定的な違いはその判断者が-者か
ら複数者に変化したことであり､アメリカ憲法では国民議会がその権限を
もつこととされたことである｡われわれは急いで視点を大陸に戻そう｡
フランス革命は当時の世界を一周して､あまり有るほどの影響を各国に
まで及ぼしてきたが､その与えた影響とは直接受容や間接･変形受容もあ
って多様であり､それはフランス革命の内実が複雑であったことを証明し
ていることとなる｡そこで､その間題とすべきは､革命の渦中で生み出さ
れたスローガンである｢自由･平等･博愛｣の三者の関係について､ここ
で整理しておくことが何よりも重要なことになってくる｡
自由と平等に関しては､旧体制への痛烈な闘争概念であることは明確で
あり､第三階級の第一･二階級からの決別宣言としての意味として確立し
た解釈を示すことができるし､ 1789年の｢人および市民の権利宣言｣の
第1条において規範的にも明示されているところである｡スローガンとし
ては遅れて叫ばれることとなった｢博愛｣ (fraternite)は､ドイツ語表記
では(Bruderlichkeit)であるように､兄弟間の情愛を意味し､神と人と
の愛を基にする関係からして､自由(Liberte)とは対極的な位置にあっ
た｡言葉の由来からして､連帯の概念を転用したものがここでの｢友愛｣
であり､そこで自由が自立に対応し､友愛が連帯に対応し､中間にあった
｢平等｣ (Bgalite)を軟らかく挟み込むという効果をもたらしていた｡し
かし､友愛に関しては､ 1789年の人権宣言や1971年の立憲君主制憲法に
おいては友愛の文言が忘れられているのは､自由と平等をめぐる左右両派
の激しい論争にあって､それを緩和させるに及ばなかったということが想
定される｡ 91年における論争の記録のなかで残されているのは､社会的
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法治国家への萌芽であり､子ども､病人､老人といった社会的な弱者-の
配慮であった｡
これに最も執着したと思われるロペスピェ-ルの演説の中に｢憲法委員
会は､すべての人間とすべての国民を一つにする博愛の義務と相互援助の
(9)
権利を明示することを､完全に忘れ去った｡｣という表現がある｡確かに
彼の1793年の人権宣言草案においては､ ｢すべての国の人間は兄弟である｡
異国の人民も､自国の市民と同様に､その能力に応じて互いに助け合わな
ければならない｡｣ (35条)､という具合にして､友愛が色濃く表記されて
(10)
いる｡幻の実現されずに終わった1793年のジャコバン憲法は､すでに社
会的な平等を実現することを意識しており､ ｢社会の目的は､共同の幸福
である｣ (1条)､ ｢公的扶助は､神聖な義務である｡社会は､不幸の市民
に対して労働を確保することにより､または労働しえない者に生活手段を
保障することにより､その生存について責務をおう｡｣ (21条)､とあった｡
さらに､ 1795年の共和制憲法では､おそらく世界ではじめての社会権条
項が誕生したことになるが､ ｢自己の判断により彼に適する最善を絶えず
行なうべし｣ (2条2項)と記された｡こうした古典的な公的な扶助のシ
ステムは､すでに生じていた社会が生み出した被害者を救済することを意
図するわけで､そのイデオロギーはフランス革命に包含されていた徹底的
Il卜
な自由主義とは異なるはずである｡はたまた､女性という人権を犠牲にし
て成り立った当初の人権宣言には､人権の二分化がすでに表されており､
人間に帰着する友愛の定着は困難な状態にあったといえよう｡ドイツ語圏
では､友愛をカントはこれを｢自明の事｣ (Selbststandichkeit)とし､あ
る場合には｢安全｣と訳されていたように､この時期にあっては連帯につ
ながる友愛も､経済的に自立し､政治的な能力を備わった男に付帯するも
のとして想定されていたことは確かである｡
フランス革命での経験は､その後の近代憲法史の中で扱われる連帯の意
(12)
義に以下の二つの役割を与えることになる｡第一に､連帯概念は責任概念
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と結びついて､法的な概念に発展していく様相をもち､国家目的に呼応す
る基本権-の対処方法を整えていく｡次いで､単なる道徳的な作用をもっ
て国民に向かい､市民社会における同胞感情を豊かにし､弱者救済のあり
方を模索していくことになる｡次章で述べていく､社会国家ないし法治国
家において､連帯が係わりうるのは､こうした理由によることになる｡た
だし､フランス革命での相互扶助のスローガンは､新たな世界観の中にし
ばらくは埋没しなければならなくなるが､それは自由主義の精神が優位に
立ち､国家と市民社会の二元構造が安定的に機能し､連帯の代わりに自由
が横行したからである｡
C　社会連帯主義　今日の共同体主義(Kommunitarismus)の系譜につ
ながる社会学の思想が､フランス第三共和制の時代(1870-1940年)の
し的､ら誕生した｡隣国のドイツと同様にして､この時代の基本は個人主義
的な自由主義が支配的であり､国家と社会の二分化を前提として､実証主
義的な法の展開が期待されてきた｡民法におけるナポレオン法典の優勢は､
安定した市民社会の運営を図るものであり､法の解釈はすぐれた法律家に
委ねられていた｡しかし､安定した市民社会も､資本の集中と産業構造の
変化(ますます規模を拡大する工場)､その結果生ずる､大量の労働者階
級､といった､自由主義がもたらす負の遺産が明白となった｡サンジカリ
ズムの運動が現れたのもちょうどこの時期である｡ 20世紀初頭のフラン
スを代表する､ L･デュギ一によって確立した｢社会連帯主義｣ (1a
theorie de solidarit6 social)は､こうした時代を背景に誕生した理論であ
り､法社会学の開祖といわれる彼の理論は､コント以来の社会学の系譜を
受けつつも､ドイツ並びにフランスにあって支配的であった､国家を中心
(13)
に設定する公権論を批判することから成り立っている｡
(l∠l)
社会連帯の語源は､法概念としての連帯債務者の関係にあるらしいが､
これも｢自然的･宿命的･事実的連帯｣という形成の契機を考慮するもの､
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｢契約的･意思的･法律的連帯｣という発生状況を考慮するもの､ ｢同等･
類似に困る連帯｣ないし｢不同または差異に因る連帯｣という態様に区別
される｡デュギ-は社会連帯の成立する契機を私法における債権原因関係
によって説明するにとどまったが､これの狭さも指摘されるところであり､
日本でも明治憲法下でデュギ-が一種のブームになったのは､社会形成の
(15)
必然化を説くこうした社会連帯論を応用していたからに他ならない｡デュ
ギ-が唱えた社会連帯の真の意味を理解するのは､容易いことではない｡
社会連帯主義をまとめると､ ｢人間生活の個人化と社会化とを相反するも
のとはみないで､同じ社会現象の両面と解し､社会の分業化にともなう
(16)
各々の特殊利害の対立を調和の条件として評価する｡｣態度ということに
なる｡したがって､社会連帯は法規則､社会規範そのものであると説明さ
れる｡彼が到達したとされる社会連帯に関する著名な箇所のみ引用してお
く｡彼はデュルケ-ムがすでに示していた社会連帯の事実を進めることか
ら議論を進めている｡
｢人間は現在も将来も社会の中で結合しており､とくに今日にあっては､
国民社会の中において､現在および将来にわたって結合している｡なぜな
らば､人間は共通の要求をもち､また異なる要求と能力を有しているから
である｡人間は共同生活によってのみ満足をえることとなる共通の欲求を
もっている｡人間は類似した能力を共通に機能させることによって､共通
の満足を実現のために相互扶助を試みる｡それは社会生活における第一の
要素を形成し､デュルケ-ムのいう類似による連帯(la solidarit6 par
similitudes)または機械的連帯(solidarit6 m6canique)を形成する0
---個人の活動がより自由に発展するに応じて､異なる欲求の充実がな
(】7)
され､社会的な結びつきは強化され､社会生活は堅固なものとなる｣0
人間の異なる能力や欲求を前提にして､さらなる欲求の満足をサービス
の交換によって獲得できるとしたが､問題はサービスを提供できない社会
的･経済的･肉体的な弱者は､このサービスの交換にそもそも参加する資
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格を有していないことになる｡ここでの問題は国家の描き方にあり､同時
に法のあり方にもあり､その点で連帯感情を整理しただけにとどまり､そ
の社会連帯そのものの継承者を欠いたのは､その理論の未完成さにあった
といえよう｡つまり､デュギ-はヂュルケ-ムの社会理論を法理論へと進
めることとし､社会連帯を法規則ないし社会規範とし､ここには道徳規範
も経済規範も包含されている｡かくして社会連帯は客観法の性格をもつこ
とになり､その限りで徹底的な法実証主義者であるH･ケルゼンからの批
判を受けることになる｡ここではデュギ-の法理論がもつ問題をすべて抽
出することを目的にするのではなく､社会連帯が後の社会国家にどのよう
な作用を及ぼしたかを想定するだけにある｡その観点からして､彼の国家
(18)
観はここで紹介しておく意味がある｡彼の国家観は｢機能主義的国家理論｣
(川)
といわれ､国家は端的には｢公共サービス｣を担うことになり､それは政
府を通じて実行される｡国家の主権性は否定されており､公共サービスを
通じて国家の存在は確保される｡このサービスとは具体的には､ ①権威の
サービス(警察･戦争､裁判)､ ②監理のサービス､ ③扶助サービス､に
(2())
区分されている｡ドイツ公権論によって説明された国家を中心に設定した
形態を重視する国家ではなく､あくまでも機能する国家がここでは措かれ
(21)
ている｡その意味からは､今日の行政国家観に近い合理的な考え方が示さ
れている｡同時に､今日の社会福祉国家の原像を明らかにしたことになる｡
d　連帯の覚醒　二度にわたる非人道的な戦争を経験したことにより､
基本的人権の普遍性はグローバルな段階で確保されなければならないとい
う意味で､基本的人権の国際的保障が国際機関を媒介にして作られるよう
になった｡その傾向は､世界平和の確保を実現するという国際機関の命題
と軌を一にするものであり､国際機構はその線に沿った形で設立された｡
その典型的な表れが1948年の｢世界人権宣言｣であり､その第一条には､
自由･平等､そして｢同胞の精神｣が掲げられ､フランス革命のスローガ
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ンがここに再度三つ揃ったことになる｡さらに､同宣言では､庇護権を保
障することにより(14条)､ナショナル･インタレストによる犠牲者を救
済する､同胞の精神の実践を試みている｡さらに､一連の社会保障を受け
る権利(22条)とその内容である勤労者の権利(23･24条)､社会扶助
(25条)､教育権(26条)､といった権利が示されている｡ここには連帯の
表現はないが､精神としての連帯の覚醒があった｡しかし､冷戦構造のな
かで偏った形での連帯が生まれたのは､国際社会にあって真の連帯形成を
することの困難さを再び知ることになった｡この時期にあって､唯一連帯
を憲法に歌っていたのはギリシャ憲法(1975年制定)であり､ ｢国家はす
べての市民に対して､社会的かつ国家的な連帯に向かう義務を求めること
ができる｣ (25条3項)とし､基本的人権保障の締めくくりの文言として
いる｡国家と国民が人権に向かい合う姿勢を､連帯という文言を使って表
現したことになり､その含意は深いものがある｡
連帯が広範な内実をもつものとして規定された例としては､ 1986年の
バンジュウール憲章23条で､ ｢平和と安全に対する権利｣が規定され､そ
こに｢アフリカ統一機構憲章によって再確認された連帯及び友好関係の原
則が､諸国間の関係を規律する｣となる｡かくして連帯は冷戦後の新しい
世界間関係を規定することを期待させている｡冷戦の一つの犠牲的な標識
がドイツの分断にあったとするならば､ドイツの統一は､連帯の意欲を十
分に歴史の中心りこ呼び戻すことになったとしても不思議なことではないo
現象的には東の西-の併合と総括することになるが､ドイツ統合の主役は
ドイツ市民にあったわけで､この統一一に係わる数年間のジャーナリズムを
支配した文言は､ドイツ市民間の｢連帯｣であった｡統一を契機にして立
案された1991年の新ドイツ憲法草案の前文には､高らかな統一に伴う新
憲法の精神が記されていた｡その第三パラグラフには､ ｢弱者を保護する
ことが万人の幸福と力の源となるような､民主制と連帯に基づく共同社会
をうちたてる｣とあり､この観点からの基本権保障と国家目標規定が数多
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(22)
く規定されていた｡結局､統一にあたっては､ボン基本法の続投というこ
とになったが､新憲法草案の理念は､新たに誕生した五つのラント憲法で
完全に実現することになった｡
前文には国家目的を書き込むという慣行があるが､ブランデンブルク憲
法のそれには､ ｢われわれは､ブランデンブルクの地において､正義･寛
容･連帯という伝統的な精神に適って､ 1989年秋､平和裏に自由な意志
にもとづいてこの憲法を制定する---｣とある｡これと近い表現で､テ
ユーリンゲン憲法は､ ｢個々人の意思･自由･尊厳を尊重し､社会的正義
の中にある社会生活を規律するために､ ･--･この憲法を制定する｣とし
ている｡
ドイツ統一に伴う連帯の要請は､実は､西ドイツ国民が旧東ドイツ国民
を助けるという経済効果を促すものであり､具体的には西側諸国に東の諸
国への経済援助を求め､東側の諸国を再生させることにその目的があった
が､表面的には同胞意識に裏打ちされた対等関係の回復を表現したもので
あり､連帯という言葉に含まれていた精神的な響きを呼び戻すことにあっ
た｡連帯という表現が奇跡を呼び戻すことではないにしても､何らかの政
治的なインパクトを世界に発信するものと受け取られたようである｡この
時期にSPDが中心となって憲法前文にある｢世界の平和｣に加えて､ ｢世
界の正義と連帯｣を追加するような提案があったが､三分の二の多数をえ
(2.'n
ることなく実現はしていない｡この時期において実現したのは､連帯附加
税という西の人々の負担であった｡しかし､この感情が政治家の中になん
らかの形で残り､ヨーロッパ諸国の政治家の意識中に蓄積されていったこ
とは確かであった｡
以上､ヨーロッパ憲法史の中で使用されてきた｢連帯｣のその時々の意
味について検討してきた｡ここではその意味についてまとめることと､そ
の使用の将来的な展望をEU憲法の中に見出すことの作業を行なわなけれ
ばならないことになる｡まず前者の点についてまとめるとすれば､第一に､
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憲法を支える憲法価値に体現された｢連帯｣があり､そこでは人間が集合
体の中で一定の目的の実現において協力する関係で､責任を背景にもつ倫
理的な状況を説明することになる｡その意味では､前半ですでに説明して
きたように､ M･シェラーの同感概念が､この倫理感を最もよく説明する
ことになろう｡第二に､基本的人権ないし国家目標を実現するという観点
で､連帯が使用されている｡ここにあっても､基本権を用いる場合の心構
えとして､わが国の議論でいえば､ ｢公共の福祉｣ -の積極的な理解との
かかわりで使用される｡同時に､社会国家を実現する観点で連帯が国家目
標実現の内実として理解されてきた｡こうした諸点については､章を換え
て議論を進めることにしたい｡
( 1 ) Vgl. U.Volkmann, Solidarit凱-Programm und Prinzip der Verfassung, 1998,
Ttibingen. S.20.ここでは二つのモデルとして今日ある法哲学の学派である､共
和主義と自由主義の動向に触れている.連帯が一つの流れを理解する鍵となるこ
とは確かであろうが､その全てとは言えるかどうかが論争点となりうる｡
(2)この二国には､今や責任共同体として連帯しなければならない宿命がある｡こ
のことは次のシュリンクの言葉をもって表すことができよう｡ ｢連帯を維持した
り成立させたりすることが責任共同体を､すなわち結果や非難を担う共同体を維
持したり成立させたりすることでないならば､連帯は成立しない｡｣B.シュリ
ンク､岩淵他訳『過去の責任と現在の法』 (岩波書店､ 2005) 14頁｡
(3) C.Tomuschat, Solidaritat in Europa, in : F.Capatorti (Hrsg.) Du droit
international au droit de l' integration,1987,S.729f.
(4)アリストテレス､尼ケ崎徳一他訳『政治学』 (中央公論社　世界の名著･1972)
100頁｡
( 5 ) vgl.M.Kaser, Das R6mischer Privatsrecht. 2 Auf. Mtinchen 1975 S.453.注(1)
のS.77以下｡
(6)大塚桂『フランスの社会連帯主義』 (成文堂､ 1995) 91頁以下が､この点に触
れている｡
(7)柴田平三郎｢中世の国家｣田中浩編『現代世界と国民国家の将来』 (お茶の水
書房､ 1990) 22頁｡
(8)畑安次｢日本国憲法における『公共の福祉』と社会契約･社会連帯｣金沢法学
46巻2号､ 11頁以下は､社会連帯を公共の福祉との関係で主に扱っている｡この
論文でも主題は､デュギ-の社会連帯にある｡
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(9)辻村みよ子『フランス革命の憲法原理』 (日本評論社､ 1989) 281頁､を参照さ
せてもらった｡ロベスピエール草案については､同書の278頁以下を参照された
い｡
(10)恒等武二｢ロペスピェ-ルの人権草案①②｣同志社法学30･31号が､このテー
マを扱っている｡
(ll)やがて社会主義へと向かう流れと､以Fで扱う社会連帯との差異を明らかにし
ておく必要があろうo　フランス人極寒言と社会主養思想について､例えば､長谷
川正安他編『講座･革命と法､ 2巻､フランス人権宣言と社会主義j (日本評論
社､ 1989)一章一節(鮎京止訓執筆)を参照｡
(12) G.Frankenberg. Sozialstaat und Solidaritat. in '･ Die Verfassung der Republik.
1996 Baden-Baden, S.152f,彼は市民社会における連帯と社会国家の連帯を最終
的には区別して扱うっ
(13) L･デュギーを扱った番物は多いo杉山直次郎から始まって､その影響は多く
の日本人研究者を育んできた｡
(14)志EEl太郎｢『社会連帯』ニ就キテ｣法学協会雑誌､ 37巻8 ･ 10号19頁以下､さ
らに､織田甫｢社会連帯論｣京都法学会雑誌2巻10号､同｢社会連帯に就いて｣
法学志林15巻9号､三代川潤四郎｢デュギ一における連帯の概念(-) (二)｣法
学17､ 18号､を参照｡
(15)中井淳rデュギ一研究』 (関西学院大学法政学会､ 1955)に掲載された論文等
でそのことは読み取ることができるo
(16)前掲(6)の大塚18頁｡
(17) LDuguit, Traite de droit constitutionnel. 1 3 ed. Paris 1927 p.85.
(18)注(6)の大塚､ 61頁以下｡
(19) LDuguit"2 p.59.
(20) Ib札p.65- 6.
(21) ｢デュギ-国家論が､先経験論的なカント国家論とか､形而上学的なヘーゲル
国家論のような､非科学的な理論を前面にわたって否認したのは､いうまでもな
く､更に､イエリネック流の国家法人説のようなドイツの有機的な理論や､ルソ
ー流の国家契約説のようなフランスの原子論的な学説をも､たやすくは承認しな
かった｡デュギ-国家論での根本態度は､まさしくデュルケ-ムの社会現象学研
究の指針だった諸社会現象を諸事物のように取扱うのに､則ったものであった｡｣
岩崎卯- 『現代国家説』 (非買品､ 1959) 165頁.
(22)クラト-リウム編､小林考輔監訳『21世紀の憲法』 (三省堂､ 1996) 94頁｡
(23) E.Denninger, Verfassungsrecht Llnd Solidarit紙KritV, Heft 1/1995, S. 7 ff.
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5　社会国家と連帯
a　社会国家　欧州連合基本権憲章の前文において､すでに言及してき
た連帯の使用がなされていることに､まず､注目しなければならない｡つ
まり､ ｢欧州連合は､自らの精神的､道徳的伝統を自覚しつつ､人間の尊
厳､自由及び連帯という不可分かつ普遍的な価値に基づいて創立された｣
とあり､人間の尊厳､自由､平等と並んで連帯が､基本権の一つのカテゴ
(24)
リーを形成するものであることを明らかにしている｡かくして､ ｢連帯は､
普遍的な社会的価値となり､連帯を欠いては､民主制と法に基づく国家は
(25)
存立できないほどである｣と定義されている｡そこで､今日の社会国家の
形成とその国家にあって連帯がいかなる役割を果たしているかをまず明ら
かにしなければならない｡
ヴァイマール憲法が､自らを社会国家と称したように､その後の西側の
憲法は､なんらかの形で､その程度は異にするとはいえ､社会国家を意識
するようになり､社会福祉国家､社会的法治国家は､基本権を効果的に実
現するための希望の国家形態ということになっている｡とくにヨーロッパ
の諸国は､政策として社会保障の充実を掲げる政党が強力であり､ヨーロ
ッパ議会にあっても､社会民主系ならびに市民政党が優位にたってきた｡
カトリックを中心とする宗派政党も､社会保障には熱心であり､今日のヨ
ーロッパにあって､社会国家は所与のものであり､問題はその実行の程度
にあるといってよいであろう｡ EUを構成する諸国において､それぞれの
国家において社会保障は国家目標とされてきた関係で､その実現度は政府
の手腕にかかっていた｡つまり､国家の財政政策･租税政策と密接に関係
する社会保障の充実は､十分に各国家での豊かさの象徴であった｡市民の
生活安全とも許されるように､社会保障は国民の一生を支えるものである
といっても過言ではない｡
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社会国家は実に多様な課題をもって現れ､社会･経済秩序を変更し､国
家と社会のありかたを変更することになるわけであるから､多くの市民層
の支持を受けなければならないことになる｡したがって､政府の社会政策
は､その政府の存在を左右するといって良いほどの意味をもっている｡そ
れは次の三棟の意味において完備されることで実現可能であり､つまり､
①社会構造の構築､ (彰政治体制に適合する憲法構造､そして③社会政策を
(26)
実現するあらゆる構造､の三者の融合ということになる｡換言するならば､
憲法等の規範に社会保障規定を完備したとしても､社会保障に向けた国民
のコンセンサスが欠けたところでは､その実現が危ぶまれるからに他なら
ない｡
b　連帯の効果　社会保障が意欲する地平はほぼ固まってきており､
｢苦境と貧困への援助､あらゆる人々の人間的尊厳､人生の栄枯盛衰から
の多くの安全､豊かさ差異を解消するための平等､依存関係のコントロー
(27)
ル､そして経済的自立への責任｣にある｡これは国家(政府)が実現する
ことを国民に約す事項であるが､その目標は政治原理でもあるかぎりで規
範的には弱い｡そこで国家目標規定の規範的な実現を図るために以下のよ
うな､補助的な命題が必要とされ､それが規範を支える原理となっている
のが現実である｡つまり､国家目標は､社会権という権利性を問題とする
のではなく､国家に託された約言であり､その範囲で統治機関はこれの実
現を図る義務が課せられているものの､基本権とは性格を明らかに異にし
ている｡
社会保障に係わる国家目標を規範的に強化するために用いられた最初の
フレーズは､ ｢社会的正義｣であり､これをもって社会性を置き換えるこ
ととした｡これがはなはだ多義的であること､さらに､社会性の拡がりが
欲しいという点から､意識して用いられるようになった概念が｢連帯｣で
ある｡ ｢社会的正義､社会的安全､参画権､そして最近用いられるように
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なった､補充制｣といった原理と比較しても､連帯は概念としての拡がり
を予測できることを最大の特色としている｡まず垂直的な連帯が､各種の
弱者と強者の関係として想定される｡ここでは連帯は､再配分公課システ
ムとなって現れる｡ついで､水平的な連帯があり､ここでは保険や社会保
険のシステムが典型的なものとされる｡さらに､連帯の量の観点から､小
さな連帯と大きな連帯に区分される｡小さな連帯は､例えば､家庭や慈善
団体等に現れ､普通は打算を抜きにした連帯が期待される｡これに比して
大きな連帯は､社会国家段階で実施されるもので､等しいリスクを負担す
ることになる､社会保険に現れている｡また､国家を超えての｢グローバ
(28)
ルな連帯｣が求められ､これは本稿で問題とするEUに最も典型的に現れ
ることになる｡ヨーロッパ段階での再配分のシステムが確保できるのは､
主体となるEUの権限強化の状態に懸かっている｡すでに成立しているヨ
ーロッパ人権憲章の第三章の表題が､ ｢連帯｣となっていたのは､こうし
た理解を前提にしたものであることが推定される｡
社会国家は国家目標の実現にあるので､常に危機の状態に陥る恐れを抱
きながら進まなければならないという困難を付帯しており､その点でも連
帯の実現が必然的であり､ここではゼロか全てかという論理や､連帯の勝
手な操作は許されないこととなる｡ EUがさらに､社会国家として現れる
ためには､連帯というスローガンに託された国家目標を規範として確立す
ることが必要であった｡
C　欧州基本権憲章1953年発効の欧州人権条約には､いわゆる社会権
が欠落していた｡その後､その欠落を補う意図で､議定書が定められたも
ののそれは完全なものではなく､社会国家の実現はヨーロッパでは画一的
に実現されるものではないとされてきた｡ 1980年代には､ ｢ソーシャル･
ヨーロッパ｣がフランスを中心にして主張されたが､イギリスのサッチャ
(29)ー･メジャー政権によって反対されてきた｡しかし､原発事故や酸性雨間
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題を通じて､良好な環境をヨーロッパ規模で確保しなければならないとい
う切実な問題が生じたこともあり､ EUが指導権をもつ形での基本権憲章
の成立が急がれた｡ 1989年に至って､やっと｢労働者の基本的社会権に
関する共同体憲章｣がだされている｡さらに､ EUが人権条約の主体とな
ることによって､人権の実効的な法状況が整えられることにもなるo　かく
して欧州憲法条約に先立って､欧州基本権憲章(以下､憲章と略する)は
(30)
誕生し､これは憲法条約の一部を構成することが約された｡
この憲章の中に社会権を規定することには､最も議論のあったこととさ
れ､その対立は英国代表対独･仏連合という構成をとり､あたかも英米法
モデルと大陸法モデルの争いという構造を示した｡つまり､社会権を強化
するという議論は､社会国家実現のあり方をめぐる論争であり､社会権の
作用を正当化することであり､さらに根本的には､ EUの本質を問うこと
になった｡主権国家のもっている主要な役割を､ EUが肩代わりすること
になるわけで､憲章の発効後は､国家目標ではなくEU目標という用語が
誕生することにもなる｡成文憲法をもたない英国にとってはこの憲章には
慎重に対処せざるをえないことは理解できた｡結局えられた妥協は､以下
(31)
のような諸点に落ち着くこととなった｡第-に､憲章の前文において連帯
に言及し､これをもって憲章をカバーする基本価値とすることにした｡第
二に､社会権条項はEUや委員会にとって､憲章が採用した解釈基準とす
ることとした｡そして第三に､社会権に関する規定を､連帯と冠する草だ
けでなく､憲章の他の箇所にも置く事とした｡連帯という用法を用いるこ
-とによって､英と独･仏の安協を図ったことになる｡
国家目標という発想は､社会権の基本権的性格を否定しつつ､単なるプ
ログラムであるということを乗り越える発想の下にあるのであり､その観
点からして､憲章に規定する内容も､それが裁判による実効性が担保され
た権利なのか､それとも単なる原則にすぎないのか､についてはその削走
(321
者も気になるところであった｡原則とされるのか､権利となるのかは､そ
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の社会権の有している規範的な性質によるところである｡したがって､社
会権とされてきたものを類型化することの試みが重要になってくるが､そ
れを内容からするのか､担い手の観点からするのか､がまず想定されると
ころである｡さらに､その権利を受ける利益の問題とするのか､これを与
える国家の側に課せられた責務の問題とするのか､が検討されなければな
らない｡いずれにせよ､社会権には公的な要素が必然的であり､ EUがこ
れを憲章に規定する場合にも､その権利･原則を実行する責務に耐えられ
なければならないことは明らかであり､その点で憲章への導入に際しては
自ずと自制の念が働いたことは確かであった｡
連帯の表題をもつEU憲章でまず規定されたのは､一連の労働者の地位
保障であり(4編Ⅱ87条)､これと付随して子どもの労働からの保護(92
秦)がある｡第二のカテゴリーは､社会的な安全であり､ここには健康を
保持し､健全な環境を保持し､経済的な利益を受けることまで含まれる
(94-98条)｡この大きな分類にあっても､ EUがイこシアテイープをとっ
て調和をはかることが望ましい分野が含まれており､第一のカテゴリーの
なかでとくに労働者の地位保障にはその傾向が強く､国内法に優位する
EU法によってその具体的な内容を示すことが可能であり､ EU裁判所によ
って専権的に判断されることが予想される｡第一のカテゴリーにあっても､
制度化された保障の要請がさらに求められる領域では､事情を若干異にす
ることになろう｡ここではEUからは指令がだされる場合が多く､各構成
国がこれらの内容事項を遵守するか否かは裁量的になされる可能性があ
る｡問題は､こうした憲章内容の実効性に係わってくることになる｡
(24)この連帯原則については､とくにEUを構成する秩序にとってアキレス腔とな
っている｢財政体制｣を形成する上で､重要であるとの指摘がある｡ A.V.
Bogdandy. Europ畠ische Prinzipienlehre, in : Bogdandy (Hrsg) Europaisches
Verfassungsrecht, Berlin 2003 S.183.さらに､藤野美都子｢欧州連合およびフラ
ンスにおける社会連帯｣憲法問題16号(2005)｡
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(25) R.Bieber. Solidaritat als Verfassungsprinzip der Europ畠ischen Union. in :
Bogdandy (Hrsg) Solidaritat und Europaische integration, Baden - Baden,2000
S.42.
(26) H.F.Zacher, Die Herausforderung des Sozialstaats und die Interpretation des
sozialen Staatsziels. in : W.Becken (Hrsg.) Sozialrecht und Sozialpolitik in
Deutschland und Europa, Neuwied 2002 S.828.
(27) A.a.0.. S.829.
(28) A.a.0., S.833.
(29) K.S.Ziegler, Grundfreiheiten und soziale Dimensionen des Binnemarktes- die
Verfassung als lmpuls? , EuR Beiheft 3 , 2004 S.16f.
(30)例えば､中西優美子｢欧州憲法条約におけるEU基本権憲章｣海外事情Vol.51
Number 10 (2003) 38頁､柴山恵美子｢EU (欧州連合)基本憲章｣月間社会党
2001年4月､ 87頁以下を参照｡ ~
(31) Ⅰ.Xenophon, Social Rights in the Draft Constitutional Treaty, in : Ⅰ.Pernice
(eds) A Constitution for the European Union, Baden-Baden 2004 p.61.
(32) Vgl, K - P. Sommermann, Staatszielbestimmungen. Ttibingen 1997 S.207ff.ド
イツ基本法で保障された国家目標は､ ｢平和､人間の尊厳､社会原則､文化､環
境｣となっている｡
6　法治国家と連帯
拡大EUがなされた後の､そのEUの法的な性格についての捉え方の主要
(33)
なものはすでに別稿において言及しておいた｡もっとも代表的には､ ｢UE
は国家同盟でもなく連邦国家でもなく､一種の立憲的な構成体｣であると
するへ-ベルレの考え方を紹介したが､ヨーロッパが法文化として統一化
される上で､その法治国家性が重要であるとの指摘があった｡さらに､こ
の法治国家であることの指標として､裁判の独立が示されており､そのた
めには規範的な独立とそこで保障された規範が制度的に保障される必要が
あり､最終的にはこうした擬似国家性が確認されることになる｡こした観
点で､最終章として､これまで検討してきた連帯がいかにEU憲法条約に
あって､この共同体をまとめ挙げる上で機能することになるかをここでは
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分析することにする｡
ヨーロッパ統合と連帯の関係を扱った論考を認めたビーバーは､以下の
(3Ll)
三点の疑問を掲げ､その論考の後で一応の結論を示していた｡彼の論文に
先立って､トムシャツトも同様のタイトルで論文を書いているが､そこで
は連帯はもっぱら経済的な側面で議論されるだけであり､その関係で社会
(35)
国家における連帯を考えているにすぎない｡これに比してビーバーは連帯
と忠誠(Loyalitat)がほとんど同義語として扱われてきたことを示した上
で､その概念が使用される局面を､国家間､国民の間､そして国家とEU
との間に見る｡彼が設定した疑問とは､ ｢①　法規範が連帯の発展を促進
させることができるのであろうか｡ ②　どの程度まで､連帯は法原理とし
ての効果を発揮するのであろうか｡ ③ ｢国籍｣のカテゴリーと同じくし
て､連帯は､ドイツを表する見方や排他性､つまり､潜在的な連帯を示し､
連帯を受ける者の範囲を限界つけることになるのであろうか｣にある｡こ
れへの回答は､結論の部分を照応するとそれぞれに該当するものが示され､
結局､連帯への高い評価となっていることがわかるo　つまり､連帯は､ (9
社会的な組織体における価値の多様性を承認する､ ②　連帯は､共通の超
国家的な価値を､加盟国に保障する､ ③　当該個人､制度および国家の連
(36)
帯する姿勢を義務づけることになる｡
彼のEUへの視点は､これを｢ヨーロッパ法秩序｣におき､これが成立
することの条件として､各種の価値が設定され､これが厳格に守られるこ
とが重要になってくる｡ヨーロッパ法秩序と解されるために連帯がいかに
寄与するかについて､彼は法への忠誠義務に注目し､共同体への忠誠は､
連帯の態度に照応することではないかと考える｡例えば､ EC条約(ロー
マ条約)の10条には構成国の義務が規定され､さらに､ 17条2項には､
｢連合市民は､この条約に付与された権利を享有し､かつ課せられた義務
を負う｣とある｡法共同体としての特性をもつという点で､ ｢EUには連帯
の概念に置かれた共通の規範を守り､共通の制度を尊重する義務があるこ
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(37)
とを意味することになる｣｡したがって､ EUは法治国家と見なされるので
あるから､こうした法を遵守する義務は､ EUを構成するあらゆる構成体
に該当することになる｡こうしたEUの法治国家性については､これを実
証するために､ヨーロッパ裁判所での判例を引用し､国内法とヨーロッパ
法との紛争において想定される二つの事例を挙げる｡それは､国家が一方
的な措置をとり､共同体の機能を妨害した場合には､ ｢約された連帯の要
請に反する｣ことであり､国家がヨーロッパ法の規定を自国の利害から守
らなかった場合にも､ ｢連帯の義務に反する｣と判断されたことであり､
(38)
このことを､今日でも大いに重視しなければならないとしている｡ここで
連帯という概念を用いて法治国家性を硯しているのは､連帯という文言が､
その構成体貞ないしグループに対して等しい行動を求め､等しい規範を守
るために活動することへの誘引を形成するからである｡
すでに1992年のヨーロッパ連合条約(ニース条約)は､その構成国が
遵守しなければならないものとして｢自由､民主主義､人権および基本的
自由の尊重､法の支配｣ (6条)を挙げていたが､ビーバーによれば､そ
の内容は連帯の原理に該当するものであるとされる｡ここでは共同体を拘
束する最高の基本価値の認定があり､これらを総称するものとしての連帯
の役割が指摘されている｡新しくなったEU憲法条約においてこれに相応
する条文はⅠ-2条にあり(連合の価値)､そこでは｢人間の尊厳､自由､
民主主義､平等､法の支配､少数者である人々の権利｣という広がりを見
せている｡さらに､この価値に相応する原則として､ ｢多元主義､無差別､
寛容､正義､連帯および男女平等が優越する社会｣とある｡この前者の価
値と､後者の原則との間にどのような関係があるかは､ここでは文言から
のみで想定するのは困難である｡この連帯概念にかなりな拡がりを認めて､
国家間の､さらには共同体と個人間の緊張関係を解く役割を担わせること
は､今後ますます混迷をきたすことが予測されるEUの統合を表象するシ
ンボル的役割として､つまり､ EU旗や共同体歌と並ぶ役割を｢連帯｣概
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念に期待することになる｡あるいは､ここでの連帯は確たる意図があって
導入されたのではなく､単なる一層の統合への願望として規定されたにす
ぎないのかもしれない｡これへの私の評価は､とりあえずしばらく留保さ
せてもらうことにしたい｡これへの回答を示すのは､時期が早いと思われ
るからである｡
本章を締めくくるに当たって､ドイツの大物国法学者二名の｢連帯｣の
共同体適用への期待度を紹介することにする｡ -は国家主権に拘りを見せ
るイ-ゼンゼ-であり､彼はその論文の全体のトーンを連帯の概念に対し
で懐疑的とし､とくに国家レベルでの使用について慎重を促している｡む
しろ､連帯の対極にある競争や闘争に重きを置き､ T･ホップスにシンパ
シーを感じるわけは､自由主義の教義を重んじるからである｡日く｢互い
に対立･競争する諸利益は､競争の余地が存在するときに､共通の利益に
姿を変える｡これらの条件下では､連帯の手を煩わす必要はないように見
(39)
える｣｡さらに､民主主義の観点からも､連帯は結びつくこともなく､そ
こで社会国家への展望も厳しくチェックを入れる｡彼は連帯が機能する場
面をできるだけ限定し､自立的な連帯を評価し､他律的な連帯-は厳しい
評価を下すことになる｡ここまでの彼の論評は彼の方法論からなんら逸脱
するものではないと思われる｡
第二の国法学者デニンガ-は､すでに前半で紹介してきたように､連帯
-の強い思い入れを示してきたo彼はドイツ統一一一後の法治国家におけるパ
ラダイムの転換を､フランス革命の｢自由･平等･博愛｣から､ ｢安全･
(4())
多様性･連帯｣への変換であることを強く認識していた｡フランス革命に
おける博愛の意味するところはすでに指摘してきたところであるが､現在
においてこれを連帯とするところは､国家と個人との関係にあって国家の
側の視点で描いた基本権理解に通じるところであり､客観的な観点からの
基本権からすれば､国家による基本権の保護が導かれる｡この国家による
基本権保護をより推進させることからして､自由は｢安全｣に置き換えら
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れ､国家目的を警察的な保護の下に設定することが必要であるとの近代国
家からの要請を強調することになる｡国家は第三者による基本権への保護
法益への侵害に対しては､これを実効的に保護すべきことになる｡ここで
誤って理解しないでおかなければならないことは､自由と安全を単純に対
立すると考えるのではなく､自由をより保障することの意味で､安全の用
法が用いられていることであり､ドイツの保護義務論を巡る議論の総合的
な理解がここで必要な点であろう｡
彼の論調の中心には､カントによって示された理性を帯びた人間像があ
り､寛容の精神をもつ者によって示される対応ということであり､その場
IL=l
合には､他者をどのように受け入れるかが決めてとなってこよう｡ ｢博愛｣
が完全にコントロールされ､制限され､援助を強要され､自己規定された
感情強制であったのに比して､連帯は内容的にも､個人的にも制限を受け
ないものと想定されている｡仲間による(Wir-Gruppen)協力関係では
なく､他者への関係とされたことこそが､その広がりの証明になる｡そこ
で｢連帯の対応を一般的に拘束するのは､あらゆる価値の相対的な主観性
(42)
を認識することであり､他者に幸福を強要しないことである｣､というテ
ーゼが示される｡この連帯は､実現することは困難を伴うであろうが､法
的な柔らかな縛りをもって実現された時には､効果をもたらすことが期待
されよう｡
(33)石村修｢EU 『憲法』条約草案の誕生とその法的性格｣専修法学論集89号､ 6
頁｡さらに､主要国のこの条約を巡る議論については､ EuR.2000, Beiheft 1,
Schwarze. Flauss, Jacob, Baduraの報告が参考になる｡
(34)注(25) Bieber,S.43.
(35)注(3) Tomuschat, S.741ff.
(36)注(25) Bieber.S,36.
(37) A.a.0.S.45.
(38) Vgl.EuGH, Rs.ll/69, Kommission/Frankreich. Slg.1970. 523, EuGH, Rs.29/72.
Kommission/Italien, Slg.1973. 101.
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(39) J.イ-ゼンゼ-､嶋崎健太郎訳｢立憲国家の基本概念としての連帯｣栗城･
戸波･嶋崎編『保護義務としての基本権』 (信山社､ 2003) 482頁｡さらに､訳者
(嶋崎)による解説も参照されたい｡
(40) E.Denninger, Nachwort, in : J.Bizer (Hrsg.) Sicherheit, Vielfalt, Solidarit机
Baden - Baden 1998. S.149.
(41) E.Denninger, Menschenrechte und Grundgesetz, Weinheim 1994 S.46.
まとめ
結局､ ｢連帯｣概念にいかなる意味をわれわれは求めてきたのであろう
か｡経験的には､社会構成の相互間の理解を認識してきた｡少なくともこ
の理解は､強く意識するかどうかはともかくとして､あらゆる生態系に現
象としては存在しており､動物にあってはとくに本能を超えた段階にまで､
この連帯関係が支配してくることになる｡他方で｢法的に構成された連帯｣
は､国家､利益社会､経済に対して導かれた利他的な原理であり､そこに
(Lt2)
は窓意的に形成されたものが残ることになる｡すでに言及してきたように
ヨーロッパにあっては､宗教的･道徳的に規定された連帯の観念が社会関
係にあって存在し､これが横の関係として存在し､それがこの空間を豊か
なものとさせる要因になってきた｡しかし､これだけにとどまらず連帯は､
社会的(法治)国家ないし福祉国家の名のもとに､国家と国民との縦関係
においても機能するようになる｡
ヨーロッパ統合への道程にあって､この連帯が改めて必要になってきた
のは､国家と国家の関係が主旋律として流れ､さらに副旋律として､国家
と市民間の協力･理解が必要となってきた関係があり､さまざまな局面で
の連帯を必要とし､これが指導的な理念として文字に表されたのが､ EU
憲法条約であったことになる｡そのかぎりでは､ヨーロッパ統合という実
験は､ 1950年のシューマン･プランにあったように､意識的なフランス
とドイツの単純な関係修復ではなく､ ｢連帯行為｣ (solidarite de fait)の
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作成であった｡ここで用いられたのは､法的概念によるものではなく､
(43)
｢倫理的･道徳的な要素に寄与する政治用語として現れたものであった｣｡
いわば統合へ向けての指導原理として､連帯を用いてきたことになる｡問
題はそのプロセスにおいて連帯概念がどのように機能していたかの点にあ
ろうが､本稿ではその詳細は省いてきた｡今日のEU憲法条約制定におい
て､連帯が社会的法治国家を実現するための内実として基本権憲章に規定
された｡社会権の実効的な保障を行うために､連帯概念が用いられたその
意図は明白であった｡他方で､法治国家の枠内で用いられる連帯は､精神
構造を支えるだけでなく､国家としての実体を確保しようとする意欲があ
り､その意味を進めていることはここでも明らかであり､法的意味での連
帯の性格が濃くなってきたと結論することができよう｡経済共同体から､
政治的な共同体に至り､ヨーロッパ市民を形成し､外交･平和に貢献する
意味で､単一ヨーロッパにとって連帯は新たな使命を帯びることになった
ことになる｡
2005年における､フランスとオランダでの大きな｢ノン｣は､早期の
EU憲法制定にとってショックな出来事であったかもしれないが､将来の
EU憲法に全くの展望を失わせたことにはならないと思われる｡その点で､
ブルユツセルの本部は冷静であり､小休止を入れる契機になったと見るの
(44)
が､今の所の正しい分析ということになろう｡確かにEU側は､なぜこの
憲法条約が必要であるかの説明に欠けたところがあったようである｡その
意味で､本稿の(1)でも紹介したハーバーマスが､依然として憲法誕生に
向けた論陣を張っているのが注目される｡本稿の最後も彼の主張で締めく
くることとする｡ ｢今日『ヨーロッパ型の社会モデル』として賞揚されて
いるものを守るには､ヨーロッパにおける市場の進展に政治が追いついて
成長していく以外にないのだ｡ --ヨーロッパ憲法は少なくともそのため
の行動の余地を提供してくれるのである｡この憲法は､ EUの行動能力を､
(45)
東ヨーロッパへの拡大後も維持する目的に役立つのである｣｡憲法条約は､
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国家主権にこだわるものにショックを与えることを目論んでいたはずであ
り､その効果が徐々に現れてきているのかもしれない｡ EUが法治国家と
なり､ EU法が真の意味で優位に立つためには､憲法条約は制定されなけ
ればならず､連合の価値として示された､ ｢多元主義､無差別､寛容､正
義､連帯､男女平等｣ (第1編第Ⅰ-2粂)は､その時点で真の意味をも
ってくることになろう｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(完)
(42) D.Grimm, Solidaritatsprinzip, Evangelisches Staatslexikon. 2Aun.1975 S.2314.
(43)注(3)Tomuschat, S.733.注(1)Volkmann. S.407ff.
(44)朝日新聞､ 2005年6月17日(朝刊)での､ポール･スヘファーの｢『急ぎすぎ』
で消化不良｣の指摘に典型的である｡
(45) J.ハーバーマス､三島恵一訳｢なぜヨーロッパは意法を必要とするのか?｣
世界2005年9月250頁｡次の文章も注目したい｡ ｢憲法国家はその市民たちから実
際に一種の連帯を要求するが､こうした連帯を､主権中心主義者たちは､無理矢
理に接合されて作り上げられた伝統的な国民意識のかたちでしか想念できないの
だ｡彼らは国民国家の能力にいまだに信頼を寄せているが､この信頼は幻想でし
かない｡｣ 255頁｡さらに､この条約の誕生の意味について､正司克宏｢欧州憲法
条約とEU｣世界2005年2月131頁以下も参照｡
